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様式第１ 

任免及び職員数に関する状況 

１ 職員の採用の状況（平成18年度）                     （単位：人） 

試 験 の 種 類 
区  分 

上 級 中 級 初 級 
選 考 合 計 

一 般 職 ４ － １ － ５ 

事 務 職 ３ － １ － ４  

技 術 職 １ － － － １ 

技 能 職 － － － － － 

２ 再任用職員の採用の状況（平成18年度）     （単位：人） 

短時間 
区  分 常時勤務 

勤 務 
合 計 

一 般 職 － － － 

事 務 職 － － －  

技 術 職 － － － 

技 能 職 － ３ ３ 

 備考 (1)  地方公務員法(昭和25年法律第261号)第28条の4第1項、第28条の5第1項又は第28条の6第1項 

      若しくは第2項の規定に基づき、任命権者が再任用した職員数の状況である。 

    (2)  任用の期間を更新した場合は、その都度計上している。 

３ 退職の状況（平成17年度）                        （単位：人） 

その他 

定 年 

退 職 

勧 奨 

退 職 

定年前 

希望退職 

普 通

退 職 分限 

免職 

懲戒 

免職 
失職 

死亡 

退職 

再任用後 

の離職者 

合 計

１０ － ５ ２ － １ － １ １ ２０ 

 備考 表中に掲げる用語の意義は次のとおりである。 

    (1)  定年退職 地方公務員法第28条の2第1項の規定による離職及び同法第28条の3第1項 

      の規定による勤務延長後の離職 

(2) 勧奨退職 任命権者が個別具体的に職員に対して行う退職勧奨に応じた退職 

(3) 定年前希望退職 任命権者が一定基準に該当する職員全体に対して希望退職を募り、 

   これに応じた退職 

(4) 普通退職 自己都合による退職（(3)定年前希望退職を除く） 

(5) 分限免職 地方公務員法第28条第1項の規定による退職 

(6) 懲戒免職 地方公務員法第29条の規定による免職 

(7) 失  職 地方公務員法第28条第4項の規定による失職 

(8) 再任用後の離職者 地方公務員法第28条の4、第28条の5又は第28条の6の規定に基づ 

  き再任用され、定められた任期が満了したことによる退職 
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４ 職員数の状況 

(1) 部門別職員数（平成18年4月1日現在）                 （単位：人） 

 ※ ( )内は再任用短時間勤務職員であり、外書きである。 

 (2) 一般行政職級別職員数（平成18年4月1日現在）             （単位：人） 

区分 標準的な職 職員数 構成比 前 年 構 成 比 13.4.1構成比

１級 主事・技師 1.0 ( ) 1.0 
１級 主事・技師 14 ( ) 3.6 ( ) 

２級 主事・技師 9.0 ( ) 7.2 

２級 主査 36 ( ) 9.2 ( ) ３級 主査 6.3 ( ) 6.5 

４級 主任・主査 11.4 ( ) 17.1 
３級 主任 115 ( ) 29.3 ( ) 

５級 係長・主任 16.6 ( ) 16.1 

４級 係長 93 ( ) 23.7 ( ) ６級 課長補佐・副主幹・係長 25.8 ( ) 30.5 

５級 課長補佐 84 ( ) 21.4 ( ) ７級 課長・副主幹 19.2 ( ) 10.3 

６級 課長 40 ( ) 10.2 ( ) ８級 部長・課長 8.0 ( ) 9.2 

７級 部長 10 ( ) 2.6 ( ) ９級 部長 2.7 ( ) 2.1 

 392 ( ) 100 ( )  100 ( ) 100 

 ＊ ( )内は再任用短時間勤務職員であり、外書きである。 

５ 定員適正化計画の進捗状況（各年4月1日現在）              （単位：人） 

年度 3 12 13 14 15 16 17 18 合計 

職員数 822 773 758 755 750 727 715  702  

前年比 (△41) △8 △15 △3 △5 △23 △12 △13 △120 

 ＊ ()内は平成3～11年度の定員減の数値 

職 員 数 
部 門 

平成18年 平成17年 

対前年 

増減数 
主な増減理由 

議   会 6 (  1) 6 (  1) (   ) ・定員適正化計 

総務企画 109 (  1) 108 (  1) 1 (   ) 画及び北上市行 

税  務 59 (   ) 49 (   ) 10 (   ) 財政緊急改革プ 

民  生 146 (   ) 148 (   )    △2 (   ) ログラム 

衛  生 40 (   ) 44 (   ) △4 (   ) ・業務見直し 

農林水産 34 (   ) 33 (   ) 1 (   )  

商  工 24 (   ) 23 (   ) 1 (   )  

土  木 59 (   ) 61 (  1) △2 (   )  

教  育 144 (  1) 165 (  1) △21 (   )  

水  道 36 (   ) 36 (   ) (   )  

下 水 道 19 (   ) 19 (   ) (   )  

そ の 他 25 (   ) 22 (   ) 3 (   )  

合  計 701 (  3) 714 (  4) △13 (   )  
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様式第２ 

給与の状況 

１ 人件費の状況（普通会計決算） 

区  分 
住民基本台帳人口 

       （人）

歳出総額 A 

    （千円）

実質収支 

  （千円）

人件費 B 

   （千円） 

人件費率

B/A（％）

H17年度 
93,282 

（H18.3.31現在） 

31,057,282 

 

263,390 

 

6,215,489 

 

20.0 

 

H16年度 
93,064 

（H17.3.31現在） 

30,930,270 

 

374,508 

 

6,291,495 

 

20.3 

 

 

２ 職員給与費の状況（普通会計予算） 

給   与   費 
区  分 

職員数 

［Ａ］ 給 料 職員手当 期末勤勉 計［Ｂ］ 

一人当たりの 

給与費［Ｂ/Ａ］

平成18年度 

人 

646 

 

（4） 

   千円

2,732,400

 

（6,728）

千円

377,061

 

（458）

千円

1,137,207

 

（1,352）

千円 

4,246,668 

 

（8,538） 

千円

6,573 

 

（2,134） 

 備考 (1)職員手当には退職手当を含まない。 

    (2)給与費は、当初予算に計上された額である。 

    (3)職員数欄の(  )内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きである。 

 

３ 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成18年4月1日現在） 

北上市 国 
区  分 

平均給料月額(円) 平均年齢(歳) 平均給料月額(円) 平均年齢(歳)

一般行政職 362,409 45歳 2 月 328,477 40歳 4 月 

 

４ 職員の初任給の状況（平成18年4月1日現在）                   （円） 

北上市 国 

区  分 
決定初任給 

採用２年経過日

給  料  月  額
決定初任給 

採用２年経過日

給 料 月 額

大学卒 170,200 183,800 170,200 183,800 一 般 

行政職 高校卒 138,400 148,000 138,400 148,000 

 

５ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成18年4月1日現在）       （円） 

区  分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 

大学卒 280,780 321,400 358,840 一 般 

行政職 高校卒 224,400 288,800 321,400 

＊ 経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいう 

 ものである。 
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６ 昇給期間の短縮 

平成17年度 平成16年度 

区 分 職員数 

Ａ(人) 

昇給短縮職

員数Ｂ(人)

比率(％) 

[Ｂ/Ａ] 

職員数 

Ａ(人) 

昇給短縮職 

員数Ｂ(人) 

比率(％) 

[Ｂ/Ａ] 

一般行政職 411 43 10.4 418 62 14.8 

 

７ 期末・勤勉手当の状況（平成18年4月1日現在の支給割合） 

北上市 国 
区 分 

６月期 12月期 計 ６月期 12月期 計 

1.40 1.60 3.00 1.40 1.60 3.00 
期末手当 

(0.75) (0.85) (1.60) (0.75) (0.85) (1.60) 

0.71 0.71 1.42 0.71 0.71 1.42 
勤勉手当 

(0.35) (0.40) (0.75) (0.35) (0.40) (0.75) 

＊(  )内は、再任用職員にかかる支給月額 

 

８ 退職手当の状況（平成18年4月1日現在） 

北上市 国 
区  分 

自 己 都 合 勧奨・定年 自 己 都 合 勧奨・定年 

勤続20年 23.50 月分 30.55 月分 23.50 月分 30.55 月分

勤続25年 33.50  41.34  33.50  41.34  

勤続35年 47.50  59.28  47.50  59.28  

支

給

率 

最高限度額 59.28  59.28  59.28  59.28  

定年前早期退職 

者特例加算措置 
－ 2～20％加算 －  

退 職 時 昇 給 － 
定年：なし 

勧奨：4～8号 
－  

一人当たり平均 

支給額（千円） 
1,049 26,667   

＊ 一人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均支給額である。 

 

９ 職員手当の状況 

（1）主要三手当（平成18年4月1日現在） 

区  分 内    容 国の制度との異同 

扶養手当 

①配偶者          

②配偶者以外 

 ２人まで１人につき 

 ３人以上は１人につき 

13,000円 

 

 6,000円 

 5,000円 

同じ 
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区  分 内    容 国の制度との異同 

①貸家・借間 

 月額12,000円を超える家賃を支払っている職 

員に、負担している家賃に応じ、最高27,000円 

まで支給 

同じ 

住居手当 

②自宅 

 3,000円（新築5年以内） 

 

2,500円（新築5年以内） 

①交通機関（電車・バスなど）の利用者 

 実支給限度額50,000円 

 

55,000円まで 

通勤手当 
②交通用具（自動車・オートバイなど） 

 利用者（通勤距離２㎞以上の場合） 

 距離に応じ2,300円～24,500円 

自動車等利用者 

 距離に応じ 

  2,000円～24,500円 

 

(2) 調整手当（平成17年度） 

支 給 地 域 東京都特別区 

支 給 率 12％ 

支 給 対 象 職 員 数 3人 

国 の 支 給 率 12％ 

職員一人当たりの平均支給年額 666千円 

 

(3) 特殊勤務手当（平成17年度） 

区          分 全 職 種 

職 員 全 体 に 占 め る 手 当 手 支 給 職 員 の 割 合 30.5％ 

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 31,092円 

手 当 て の 種 類 （ 手 当 数 ） 13 

支給額の多い手当 
社会福祉施設勤務手当、 

税務手当 
代 表 的 な 手 当 の 名 称 

支給対象職員の多い手当 
社会福祉施設勤務手当、 

社会福祉業務手当 

 

(4) 時間外勤務手当 

区  分 支  給  総  額 (千円) 職員1人当たりの支給年額（千円）

17年度 195,074 273 

16年度 176,368 243 
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10 特別職の報酬等の状況 

区 分 定数 
給料（報酬）月額 

      (円)
期末手当 

市 長 １ 877,000 

助 役 １ 707,000 

収 入 役 １ 637,000 

 

 

 

 

６月期 1.60月分 

12月期 1.75月分 

議 長 １ 457,000 

副 議 長 １ 383,000 

議 員 28 351,000 

  計    3.35月分 
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様式第３ 

勤務時間その他の勤務条件の状況 

１ 勤務時間の状況（平成18年４月１日現在） 

勤  務  時  間  の  割  振  り 
１週間の 

勤務時間 
始   業 終   業 休憩時間 休息時間 

40時間 午前８時30分 午後５時15分 
午後零時15分 

から45分間 

正午から15分間 

及び 

午後５時から15分間 

２ 年次休暇の状況（平成17年１月１日～12月31日） 

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 
1人当たり平均 

取 得 日 数 

27,997.0日 7,992.5日 691人 11.5日 

備考 (1) 「総付与日数」は、当該年の１月１日現在において全期間在職した職員に付与さ

れた日数（前年からの繰越分を含む。）の合計である。 

(2) 「全対象職員数」とは、当該年の１月１日から12月31日までの全期間在職した職

員の合計とし、当該期間の中途に採用された者及び退職した者並びに当該期間中に

育児休業、分限休職の事由がある職員並びに派遣職員を除く。 

３ 病気休暇及び介護休暇の状況（平成17年度） 

区     分 規  則 のべ人数 

公務上又は通勤による負傷若しくは疾病 第12条第１号 6 

結核性疾患 第12条第２号 0 

３月以内 39 

病 
気 

休 

暇 上記以外の負傷又は疾病 

６月以内 

第12条第３号 

5 

介 護 休 暇 第 20条 0 

備考 (1) 規則：北上市職員の勤務時間、休日及び休暇規則（平成７年規則第10号） 

(2) 当該年度において同一の者が複数回にわたって病気休暇を取得した場合は、

その数を重複して計上している。 
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４ 育児休業及び部分休業の状況                       （人） 

区           分 男性職員 女性職員 合計 

平成17年度中に新たに育児休業を取得した職員   ０  ５  ５ 

平成16年度から引き続き育児休業を取得している職員   ０   ６   ６ 

合    計   ０ １１ １１ 

平成17年度中に新たに部分休業を取得した職員   ０   ０   ０ 

平成16年度から引き続き部分休業を取得している職員   ０   ０   ０ 

合    計   ０   ０   ０ 

５ 特別休暇の導入状況（平成17年４月１日現在） 

区           分 
規 則

第13条
休暇の期間 

選挙権その他公民としての権利を行使する場合 第１号 必要な期間 

証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体

の議会その他官公署へ出頭する場合 
第２号 必要な期間 

予防接種又は健康診断を受ける場合（法令又は任命権者の定

めたる場合に限る） 
第３号

必要と認められる期

間 

骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登録を

実施する者に対して登録の申出を行い、又は骨髄移植のた

め配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供

する場合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等

の場合 

第４号
必要と認められる期

間 

相当規模の災害が発生した被災地又はその周辺の

地域における生活関連物資の配布その他の被災者

を支援する活動 

第５号

(ｱ) 

身体上若しくは精神上の障害がある者又は負傷

し、若しくは疾病にかかった者に対して必要な措

置を講ずることを目的とする施設での市長が定め

る活動 

第５号

(ｲ) 

自
発
的
か
つ
報
酬
を
得
な
い
社
会

貢
献
活
動 

(ｱ)及び(ｲ)に掲げる活動のほか、身体上若しくは

精神上の障害、負傷又は疾病により常態として日

常生活を営むのに支障がある者の介護その他の日

常生活を支援する活動 

第５号

(ｳ) 

一年において５日以

内 

結婚する場合 第６号

週休日、休日、代休

日を除く連続する７

日以内 

妊娠に起因する障害（病気休暇に該当する場合を除く） 第７号 10日以内 
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妊娠中又は出産後1年以内の女性職員が母子保健法（昭和

40年法律第141号）第10条の保健指導又は同法第13条の健

康診査を受ける場合 

第８号 必要と認める期間 

妊娠中の女性職員の業務が、母体又は胎児の健康保持に影

響があると認められる場合  
第９号

適宜休息し、又は補

食するために必要な

時間 

妊娠中の女性職員が通勤に利用する交通機関の混雑の程

度が、母体又は胎児の健康保持に影響があると認められる

場合  

第10号

勤務時間の始め又は

終わりにおいて、1日

を通じて1時間以内  

８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産

する予定である女性職員の場合 
第11号 出産の日まで 

出産した場合 第12号
出産の日の翌日から

８週間以内 

生後１年６月に達しない子の保育をする場合 第13号
１日２回それぞれ１

時間 

小学校３年生までの子を養育する職員が、負傷又は疾病にか

かったその子の看護を行う場合 
第14号

一年において５日以

内 

職員の保護する介助の必要な小学校就学前の者が、予防接種

法（昭和23年法律第68号）第３条第１項若しくは結核予防法

（昭和26年法律第96号）第13条第4項の予防接種、学校保健

法（昭和33年法律第56号）第4条の健康診断又は母子保健法

第12条若しくは第13条の健康診査を受ける場合 

第15号
必要と認められる期

間 

生理日の就業が著しく困難な場合 第16号 ２日以内 

妻が出産する場合の、入院の付き添い等 第17号

病院に入院する等の

日から当該出産の日

後２週間を経過する

まで、３日以内 

職員の親族が死亡した場合 第18号
親族により 

１日～10日以内 

配偶者、父母又は子の追悼のための特別の行事の場合  第19号 １日以内 

勤続期間が25年に達する職員が、心身の活力の維持及び増進

又は自己研鑚を図る場合 
第20号

翌２年度内で、週休

日、休日、代休日を

除く連続する５日以

内 

災害により職員の現住居が滅失又は損壊し、職員が当該住居

の復旧作業等する場合 
第21号 ７日以内 

災害又は交通機関の事故等により出勤することが著しく困

難である場合 
第22号

必要と認められる期

間 

災害時において、退勤途上における身体の危険を回避するた

め勤務しないことがやむを得ない場合  
第23号

必要と認められる期

間 

あらかじめ市長の承認を得て任命権者が定める場合 第24号 市長が承認した期間 

備考 規則：北上市職員の勤務時間、休日及び休暇規則（平成７年規則第 10 号） 
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様式第４ 

分限及び懲戒処分の状況 

１ 分限処分の状況（平成17年度）                    （単位：件） 

処  分  事  由 地方公務員法 降任 免職 休職 降給 合計 

(1)勤務成績がよくない場合 第28条第１項第１号 ０ ０   ０ 

第28条第１項第２号 ０ ０ ０  ０ 
(2)心身の故障の場合 

第28条第２項第１号 ０ ０ ４  ４ 

(3)職に必要な適格性を欠く

場合 
第28条第１項第３号 ０ ０   ０ 

(4)職制、定数の改廃、予算の

減少により廃職、過員を生

じた場合 

第28条第１項第４号 ０ ０   ０ 

(5)刑事事件により起訴され

た場合 
第28条第２項第２号   ０  ０ 

合   計 (1)～(5) ０ ０ ０  ０ 

(6)条例で定める事由による場合   ０ ０ ０ 

合    計 (1)～(7) ０ ０ ４ ０ ４ 

備考 (1) 当該年度において同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合は、その

数を重複して計上する。 

(2) ２以上の処分事由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由に計上する。 

(3) 休職に付されている者の休職期間が更新された場合は、その都度新たな処分が行わ

れたものとして計上する。 

２ 懲戒処分の状況（平成17年度）                    （単位：件） 

 処  分  事  由 地方公務員法 戒告 減給 停職 免職 合計

法令に違反した場合 第29条第１項第１号 ２ ０ ０ ０ ２ 

職務上の義務に違反し又は職務を

怠った場合 
第29条第１項第２号 ０ ０ ０ ０ ０ 

全体の奉仕者たるにふさわしくな

い非行のあった場合 
第29条第１項第３号 ０ ０ ０ １ １ 

合    計 ０ ０ ０ ０ ０ 

備考 (1) 当該年度において同一の者が複数回にわたって懲戒処分に付された場合は、その

数を重複して計上する。 

(2) ２以上の処分事由により懲戒処分に付された場合は、主たる処分事由に計上する。 
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様式第５ 

服務の状況 

１ 職務専念義務免除の状況（平成17年度） 

免   除   事   由 条例・規則 
のべ免 

除件数 

研修を受ける場合 条例第２条第１号 ４ 

厚生に関する計画の実施に参加する場合 条例第２条第２号 １６ 

職務に関連ある国又は他の地方公共団体の公務員

としての職を兼ね、その職に属する事務を行う場合
規則第２条第１号  ０ 

行政の運営上、特に必要と認められる会社その他の

団体における職を兼ね、その職に属する事務を行う

場合 

規則第２条第２号 ２ 

国又は地方公共団体若しくは会社その他の団体か

ら委嘱を受け、臨時に講演、講義等を行う場合 
規則第２条第３号 ４ 

職務に関連ある試験等を受ける場合 規則第２条第４号 ０ 

地方公務員災害補償法(昭和42年法律第121号)第51

条第1項又は第2項の規定による審査請求をし、地方

公務員災害補償基金審査会又は地方公務員災害補

償基金支部審査会からの呼出しに応じてその審査

等に出頭する場合 

規則第２条第５号 ０ 

地方公務員法第46条の規定による勤務条件に関す

る措置の要求をし、岩手県人事委員会からの呼出し

に応じてその審査等に出頭する場合 

規則第２条第６号 ０ 

地方公務員法第49条の2第1項の規定による不利益

処分に関する不服申立てをし、岩手県人事委員会か

らの呼出しに応じてその審査等に出頭する場合 

規則第２条第７号 ０ 

規
則
で
定
め
る
場
合
（
条
例
第
２
条
第
３
号
） 

上記以外、任命権者が特に必要と認める場合 規則第２条第８号 １０３ 

合      計 １２９ 

備考 条例：北上職員の職務に専念する義務の特例条例（平成３年条例第26号） 

規則：北上職員の職務に専念する義務の特例規則（平成３年規則第24号） 

２ 営利企業等の従事許可の状況（平成16年度） 

区     分 申請件数 許可件数 

営利企業等の従事許可申請 １ １ 
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様式第６ 

研修及び勤務成績の評定の状況 

１ 研修の状況（平成16年度） 

研修名称 研修内容 研修対象者 
実施 

回数 

修了 

者数 

新採用職員研修（前、後期） 地公法､服務、接遇等 新採用職員 ２ １７ 

吏員初級研修（広域圏） 
公務員倫理、経済のしく

み、行政法、民法等 
採用後３年未満 １ １３ 

吏員中級研修（広域圏） 創造性開発 採用後３～11年 １ １３ 

吏員上級研修（広域圏） ディベート 採用後７～15年 １  ８ 

技術職員研修（広域圏） 
健康管理、組織とコミュ

ニケーション等 
技能労務職員等 １ ６ 

中堅職員研修（市長会） 問題解決、政策形成 主査 １ １ 

係長研修新任課程（広域圏） ＯＪＴの実践 新任係長 １ ９ 

係長研修現任課程（広域圏） 政策形成 
現任係長（３年以

上） 
１ ７ 

課長補佐研修新任課程（市長

会） 
課長補佐の立場と役割 新任課長補佐 １  ９ 

課長研修新任課程（市長会） 
行政環境、職場活性化、

政策形成能力等 
新任課長 １ ６ 

管理者研修（広域圏） 総合調整能力 課長又は補佐 １ ６ 

管理者研修（東北） 
政策形成理論、政策形成

技法等 
課長級 ２ ２ 

窓口サービス向上研修 
市民対応研修、人間の内

面心理 
課長補佐級 ２ ３０ 

創造性開発研修 
創造力の開発、問題解決

能力 
主査～主任 １ ３０ 

メンタルヘルス研修 心の健康問題 
園長、課長補佐、

課長 
１ １５ 

危機管理研修 危機管理能力 課長級～部長級 １ ３９ 

法制執務研修 法制執務 
実務経験３年未

満 
１ ３１ 

民間派遣研修Ⅰ 顧客応対等接遇の実践 採用２年目  ３ １０ 

民間派遣研修Ⅱ 経営理念 課長級 ２ ４ 

東北六県指導者養成研修 公務員研修協議会方式 担当職員 １ １ 

東北六県行政課題研修 行政課題 担当職員 １ １ 
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人事評価研修 人事評価 担当職員 １ １ 

人事管理研修 人事管理 担当職員 １ １ 

危機管理教育科トップマネジ

メントコース 
危機管理能力 担当職員 １ １ 

行財政研修会（市長会） 行財政 担当職員 １ ３ 

海外派遣研修（市長会） 都市整備 担当職員 １ １ 

市町村職員専門研修（３講座） 
人事、法制執務、政策法

務 
担当職員 ３ ４ 

下水道技術者研修 実施設計 担当職員 １ １ 

自然環境研修 
自然保護教育、自然保護

行政 
担当職員 １ １ 

市町村アカデミー研修（専門実

務 

秘書事務、法令事務、財

政運営等 
担当職員 １２ １２ 

市町村アカデミー研修（自治政

策） 
地域経済と雇用問題等 係長級以上  １ １ 

市町村アカデミー研修（臨時セ

ミナー） 
指定管理者制度 担当職員 １ １ 

２ 勤務成績に関する制度の概要（平成17年度） 

勤務成績証明者 証明する事項 講ずる措置 

その職務について監督する

地位にある者 

現に受けている号給を受けるに至った時か

ら12箇月を下らない期間を良好な成績で勤

務したかどうか 

1号昇給 
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様式第７ 

福祉及び利益の保護の状況 

１ 厚生制度の状況（平成17年度） 

実   施   状   況 
区  分 内  容 

対象者(人) 受診者(人) 受診率(％) 

胃部検診  ４６９  ３８６   ８２．３ 

循環器検診  ６５９  ６３７   ９６．７ 

胸部検診  ６４６  ６２２   ９６．３ 

大腸がん検診  ４７７  ４３０   ９０．１ 

Ｂ・Ｃ型肝炎検診   ７４   ７２   ９７．３ 

前立腺がん検診   ２９   ２８   ９６．６ 

ＶＤＴ検診   ６３   ５９   ９３．７ 

婦人科検診  １１４  １０１   ８８．６ 

職員の保健に関 

すること 

人間ドッグ (申込者) ２９  ２９  １００ 

職員の元気回復 

に関すること 

リフレッシュ事業 

(実施：職員互助会) 

夏油保養所施設維持 

 施設利用者 のべ152人 

その他厚生に関 

すること 

厚生施設委託事業 

(実施：職員互助会) 
本庁舎食堂及び売店の委託 

 備考 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第42条の規定に基づく職員の厚生制度の状況である。 

 

２ 公務災害補償の状況 

(1)  公務災害（平成17年度） 

認 定 件 数 前年度末現在 

未処理件数 
受理件数 

公 務 上 公 務 外 
取り下げ件数 

年度末 

未処理件数 

０ ５ ３ ０ ０ ２ 

 備考 地方公務員災害補償法に基づく職員の公務災害補償の状況である。（(2)において同じ。）  

 

(2) 通勤災害（平成17年度） 

認 定 件 数 前年度末現在 

未処理件数 
受理件数 

公 務 上 公 務 外 
取り下げ件数 

年度末 

未処理件数 

０ ０ ０ ０ ０ ０ 
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様式第８ 

職員の勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

平成16年度末系属件数 平成17年度中の新規要求件数 平成17年度末系属件数 

０件 ０件 ０件 

 

 

 

様式第９ 

職員に対する不利益な処分についての不服申立ての状況 

平成16年度末系属件数 平成17年度中の新規要求件数 平成17年度末系属件数 

０件 ０件 ０件 
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様式第８ 

職員の勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

平成16年度末系属件数 平成17年度中の新規要求件数 平成17年度末系属件数 

０件 ０件 ０件 

 

 

 

様式第９ 

職員に対する不利益な処分についての不服申立ての状況 

平成16年度末系属件数 平成17年度中の新規要求件数 平成17年度末系属件数 

０件 ０件 ０件 

 


